
13 広域応援，自演隊等の災害派遣等に関する資料

13．１　九州・山口９県災害時応援協定書
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13．２ 九州・山口９県災害時応援協定実施要領

九州・山口９県災害時応援協定実施要領

（趣旨）

第１条 この要領は、九州・山口９県災害時応援協定（以下「協定」という。）の実施に必要な総

括的事項を定めるものとする。

（支援対策本部事務局の組織及び業務）

第２条 協定第３条第５項の規定に基づき定める支援対策本部事務局の組織は次のとおりとする。

一 本部事務局長は、九州地方知事会事務局長をもって充てる。

二 本部事務局次長は、九州地方知事会会長県審議監（総務、防災担当）をもって充てる。

三 本部事務局員は、九州地方知事会事務局職員並びに九州地方知事会会長県の防災担当課等

職員及び必要に応じて協定第１条に規定する九州・山口９県（被災県以外の県とする。）から

派遣される職員をもって充てる。

２ 事務局の業務は、協定第１０条第１項に定める事務のほか、次のとおりとする。

一 支援対策本部の庶務に関すること。

二 被災情報の収集と各県への提供に関すること。

三 応援担当県の割当てに関すること。

四 応援情報の集約及び各県の応援調整に係ること。

五 全国知事会、他のブロック知事会等との調整に関すること。

六 広報に関すること。

七 その他応援に必要な業務に関すること。

３ 協定第４条により、本部長の職務の代行がなされた場合の事務局は、職務を代行する知事が

別に定めるものとする。

（各県の総合連絡担当部局）

第３条 協定第３条第６項の規定に基づき定める支援対策本部との連絡調整のための各県の総合

連絡担当部局は別表のとおりとする。

（応援要請に係る手続等）

第４条 協定第６条各項（第２項を除く。）の規定に基づく応援の要請は、原則として各県の総合

連絡担当部局を通じて、文書により行うものとする。ただし、文書により要請するいとまがな

い場合は、電話等により要請を行い、後日文書を速やかに提出するものとする。

２ 被災県は、協定第５条第６号に規定する事項について応援を要請しようとするときは、次の

各号に掲げる事項を明らかにして要請を行うものとする。

一 協定第５条第２号から第５号までの応援以外に係る物資の提供、資機材の貸与等（以下「そ

の他の物的応援」という。）を要請しようとする場合にあっては、応援を要請する地域、必

要とする物資、資機材等の種類、数量、搬入時期、場所及び輸送手段

二 その他の物的応援以外の応援を要請しようとする場合にあっては、応援を要請する地域及

び必要とする応援の具体的内容
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（応援地域の割当て）

第５条 協定第７条第１項により応援担当県を割り当てる場合は、各県に対し応援の意向を聴取

するものとする。

２ 支援対策本部は、各県の意向を踏まえて応援地域の割当てを行い、その結果を応援地域を割

り当てられた県（以下「応援担当県」という。）及びそれ以外の県に対し通知するものとする。

３ 応援の相手方は被災県とし、応援地域は、当該被災県の全域又は市町村ブロック圏域を対象

とする。

４ 協定第７条第１項による応援内容の調整を行うときは、被災県からの応援要請の内容を速や

かに被災県以外の九州･山口各県に通報し、実施しようとする応援内容を取りまとめ、被災県に

通知するものとする。

（応援担当県等による応援）

第６条 応援担当県は、割り当てられた応援担当地域の応援すべき内容を把握し、基本的に応援

担当県で完結して応援を実施する。

２ 前項の規定による応援の実施のため、応援担当県は、応援地域に連絡員の派遣、現地応援事

務所の設置等を行い、応援すべき内容の把握に努めるものとする。

３ 応援担当県の応援及び協定第７条第５項の規定による応援の実施は、別に定める応援種類ご

との実施細目によるものとする。

４ 応援担当県は、自ら完結して応援を行えない場合は、支援対策本部に対し応援内容の調整を

依頼することができる。

（経費の負担基準）

第７条 協定第９条第１項の規定に基づき応援を受けた県が負担すべき経費の基準は、次の各号

に定めるところによる。

一 職員の派遣に係る次の経費

ア 応援をした県が定める規程により算定した応援に係る職員の旅費の額及び諸手当の額

イ その他応援を受けた県と応援をした県が協議して定めた経費

二 提供を受けた物資の購入費及び輸送費

三 貸与を受けた資機材の借上料、燃料費、輸送費及び破損又は故障が生じた場合の修理費

四 提供を受けた施設の借上料（被災者が負担すべきものを除く。）

五 前各号に係る応援以外の応援を受けた場合にあっては、当該応援に要した経費

２ 協定第９条第２項の規定に基づき応援をした県が応援に要した経費を一時繰替支弁した場

合は、前項の基準により算定した額を応援を受けた県に請求するものとする。この場合にお

いて、両県が前項の基準により難いと認めるときは、別に協議の上前項の基準によることな

く負担関係を定めることができる。

（職員の公務災害補償）

第８条 応援した県の職員が応援業務により死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は障害

の状態になった場合における公務災害補償については、地方公務員災害補償法（昭和 42年法律

第 121号)の定めるところによるものとする。

附則

１ この要領は、平成２３年１０月３１日から施行する。

２ 九州･山口９県災害時相互応援協定運営要領は、廃止する。
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別表 各県の総合連絡担当部局

福 岡 県 総 務 部 消 防 防 災 課

佐 賀 県 統 括 本 部 消 防 防 災 課

長 崎 県 危 機 管 理 監 危 機 管 理 課

熊 本 県 知 事 公 室 危 機 管 理 防 災 課

大 分 県 生 活 環 境 部 防 災 危 機 管 理 課

宮 崎 県 総務部危機管理局 危 機 管 理 課

鹿 児 島 県 危 機 管 理 局 危 機 管 理 防 災 課

沖 縄 県 知 事 公 室 防 災 危 機 管 理 課

山 口 県 総 務 部 防 災 危 機 管 理 課
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13．３　災害時における鹿児島県・岐阜県相互応援協定
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13．４　鹿児島県と静岡県との災害時の相互応援等に関する協定
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13．５　全国都道府県における災害時等の広域応援に関する協定書
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13．６　関西広域連合と九州地方知事会との災害時の相互応援に関する協定
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13．７　鹿児島県消防相互応援協定
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大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱 

 

昭和61 年 5 月30 日 消防救第 61 号 

改正 平成 4 年 3 月23 日 消防救第 39 号 

改正 平成 5 年 3 月26 日 消防救第 36 号 

改正 平成 5 年 5 月14 日 消防救第 66 号 

改正 平成 6 年 4 月 1 日 消防救第 45 号 

改正 平成 7 年 6 月12 日 消防救第 83 号 

改正 平成 8 年 6 月28 日 消防救第127 号 

改正 平成 8 年11 月 7 日 消防救第244 号 

改正 平成 9 年 3 月19 日 消防救第 67 号 

改正 平成10 年 3 月31 日 消防救第 47 号 

改正 平成11 年 3 月26 日 消防救第 68 号 

改正 平成12 年 7 月26 日 消防救第202 号 

改正 平成12 年12 月25 日 消防救第316 号 

改正 平成21 年 3 月23 日 消防応第 97 号 

１ 目的 

この広域航空消防応援実施要綱(以下｢要綱｣という。)は、消防組織法(昭和

22 年法律第226号)第44条の規定に基づき、大規模特殊災害発生地の市町村が

回転翼航空機(以下｢ヘリ｣という。)を保有する他の都道府県又は他の都道府県

に属する市町村によるヘリを用いた消防に関する応援(以下｢広域航空消防応

援｣という。)を要請しようとする場合に、当該応援が円滑かつ迅速に行われる

よう要請手続きその他必要な事項について定めることを目的とする。 

２ 用語の定義 

(1) 要請側市町村 

大規模特殊災害発生地の市町村(常備消防の事務を処理する一部事務組合

が設けられている場合は、当該一部事務組合とする。)で、この要綱に基づ

き広域航空消防応援を要請したもの、又は要請しようとするものをいう。 

(2) 要請側都道府県 

要請側市町村の属する都道府県をいう。 

(3) 応援側市町村 

ヘリを保有する市町村(常備消防の事務を処理する一部事務組合が設けら

れている場合には、当該一部事務組合を含む。以下この号において同じ。)

で、この要綱に基づき広域航空消防応援を実施したもの、又は実施しようと

するものをいう。 

(4) 応援側都道府県 

１３．８ 大規模特殊災害時における広域航空消防応援実施要綱 
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ヘリを保有する都道府県で、この要綱に基づき広域航空消防応援を実施し

たもの、又は実施しようとするものをいう。 

３ 対象とする大規模特殊災害 

広域航空消防応援の対象となる大規模特殊災害は、次の各号に掲げる災害で、

ヘリを使用することが消防機関の活動にとって極めて有効であると考えられ

るものとする。 

(1) 大規模な地震、風水害等の自然災害 

(2) 山林、離島等、陸上あるいは海上からの接近が著しく困難な地域での、大

規模な火災、災害、事故等 

(3) 高層建築物の火災で、地上からの消火又は救助が困難なもの 

(4) 航空機事故、列車事故等での集団救助救急事故 

(5) その他前記各号に掲げる災害に準ずる災害等 

４ 広域航空消防応援の種別 

広域航空消防応援の種別は、主な任務により次の各号のとおり区分する。 

(1) 調査出場 

現場把握、情報収集、指揮支援等のための出場 

(2) 火災出場 

消火活動のための出場 

(3) 救助出場 

人命救助のための特別な活動を要する場合の出場(これに附随する救急搬

送活動を含む。) 

(4) 救急出場 

救急搬送のための出場で、特別な人命救助活動を伴わないもの 

(5) 救援出場 

救援物資、資機材、人員等の輸送のための出場 

５ 広域航空消防応援の要請先の決定 

要請側市町村の消防長(消防本部を設置していない要請側市町村にあっては、

市町村長とする。以下同じ。)は、広域航空消防応援が必要となったときは、

ヘリに搭乗可能な特別救助隊、水難救助隊、山岳救助隊(以下｢特別救助隊等｣

という。)の有無及びヘリに搭載可能な救助器具の保有状況等を勘案し、広域

航空消防応援の応援側市町村又は応援側都道府県(以下｢応援側市町村等｣とい

う。)を決定するものとする。 

６ 市町村がヘリを保有する場合の広域消防応援の要請手続 

(1) 要請側市町村の消防長は、前項の規定に基づき広域航空消防応援の応援側

市町村を決定したときは、直ちに当該要請側市町村の長に報告の上、その指

示に従って要請側都道府県の知事へ次の事項を明らかにして広域航空消防
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応援の要請を行うものとする。この場合においては、同時に応援側市町村の

消防長へも同様の連絡を行うものとする。 

① 応援側市町村 

② 要請者･要請日時 

③ 災害の発生日時･場所･概要 

④ 必要な応援の概要 

(2) 要請側都道府県の知事は、前号の要請があり、かつ必要があると認める場

合は、消防庁長官へ要請を行うものとする。 

(3) 消防庁長官は、前号の要請があり、かつ必要があると認められときは、応

援側市町村が属する都道府県(以下｢所属都道府県｣という。)の知事に対し要

請を行うものとする。 

(4) 所属都道府県の知事は、前号の要請があった場合は直ちに応援側市町村の

消防長を通じて当該応援側市町村の長に要請を行うものとする。 

(5) 要請側市町村の消防長は、第1 号により広域航空消防応援の要請を行った

場合には、できるだけ速やかに次の事項を応援側市町村の消防長へ通報しな

ければならない。この場合においては、同時に要請側都道府県の知事へも同

様の連絡を行うものとし、要請側都道府県の知事から消防庁長官、所属都道

府県の知事及び応援側市町村の消防長への連絡は、第2号から第4号までの規

定に準じて行うものとする。 

① 必要とする応援の具体的内容 

② 応援活動に必要な資機材等 

③ 離発着可能な場所及び給油体制 

④ 災害現場の最高指揮者の職･氏名及び無線による連絡の方法 

⑤ 離発着場における資機材の準備状況 

⑥ 現場付近で活動中の他機関の航空機及びヘリの活動状況 

⑦ 他にヘリの応援を要請している場合のヘリを保有する市町村の消防本部

名又はヘリを保有する都道府県名 

⑧ 気象の状況 

⑨ ヘリの誘導方法 

⑩ 要請側消防本部の連絡先 

⑪ その他必要な事項 

７ 市町村がヘリを保有する場合の広域航空消防応援の決定の通知 

(1) 応援側市町村の消防長は、前項の広域航空消防応援の要請に基づいて応援

を行うことが可能と判断した場合には、当該応援側市町村の長に報告の上、

その指示に従って所属都道府県の知事に通知するものとする。この場合にお

いては、同時に要請側市町村の消防長へ応援を決定した旨を連絡するものと
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する。 

(2) 所属都道府県の知事は、前号の通知を受けた場合は、直ちに消防庁長官へ

通知し、消防庁長官は要請側都道府県の知事に、要請側都道府県の知事は要

請側市町村の消防長を通じて当該要請側市町村の長へ通知するものとする。 

８ 都道府県がヘリを保有する場合の広域航空消防応援の要請手続及び決定の

通知 

(1) 都道府県がヘリを保有する場合の広域航空消防応援の要請手続について

は、第6項(第4号を除く。)を準用する。この場合において、第6項第1号中｢前

項｣とあるのは｢第5項｣と、｢応援側市町村｣とあるのは｢応援側都道府県｣と、

｢応援側市町村の消防長｣とあるのは｢応援側都道府県の知事｣と、同項第3号

中｢応援側市町村が属する都道府県の知事｣とあるのは、｢応援側都道府県の

知事｣と、同項第5号中｢次の事項を応援側市町村の消防長｣とあるのは｢次の

事項を応援側都道府県の知事｣と、｢所属都道府県の知事及び応援側市町村の

消防長｣とあるのは｢応援側都道府県の知事｣と読み替えるものとする。 

(2) 応援側都道府県の知事は、前号の広域航空消防応援要請に基づいて応援を

行うことが可能と判断した場合には、直ちに消防庁長官に通知するとともに、

要請側市町村の消防長へ応援を決定した旨を連絡するものとし、消防庁長官

は要請側都道府県の知事に、要請側都道府県の知事は要請側市町村の消防長

を通じて当該要請側市町村の長へ通知するものとする。 

９ 要請手続の特例 

要請側市町村の消防長は、災害の発生状況等により、第6項及び前項に定め

られた手続きによる要請をするいとまのないときは、応援側市町村等に直接、

広域航空消防応援の要請をすることができる。この場合、直ちに要請側都道府

県、所属都道府県(市町村に要請をした場合)及び消防庁に、第6項及び前項に

定める手続きをしなければならない。 

10 広域航空消防応援の中断 

(1) 応援側市町村の都合でヘリを復帰させるべき特別な事態が生じた場合は、

応援側市町村の長は要請側市町村の長と協議して広域航空消防応援を中断

することができる。 

(2) 応援側都道府県の都合でヘリを復帰させるべき特別な事態が生じたとき

については、前号を準用する。この場合において、｢応援側市町村の長｣とあ

るのは｢応援都道府県の知事｣と読み替えるものとする。 

(3) 前2号により広域航空消防応援を中断したときは、第7 項又は第8 項に準

じてその連絡を行うものとする。 

11 広域航空消防応援の始期及び終期 

(1) 広域航空消防応援は、第2 号及び第3 号に定める場合を除きヘリが広域航
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空消防応援の命を受けてヘリﾎﾟｰﾄを出発したときから始まり、ヘリﾎﾟｰﾄに帰

着したときに終了するものとする。要請側市町村により広域航空消防応援の

要請が撤回された場合も同様とする。 

(2) ヘリがヘリﾎﾟｰﾄ以外の場所にあるときに、飛行目的を変更して広域航空消

防応援に出場すべき命令があったときは、そのときから広域航空消防応援は

始まるものとする。 

(3) ヘリが広域航空消防応援に出動中に、前項の規定に基づき広域航空消防応

援が中断され、復帰すべき命令があったときは、そのときをもって広域航空

消防応援は終了するものとする。 

12 広域航空消防応援のため出場したヘリの指揮等 

(1) 広域航空消防応援のため出場したヘリの指揮は、要請側市町村の長の定め

る災害現場の最高指揮者が行うものとする。この場合において、当該ヘリに

搭乗している指揮者がヘリの運行に重大な支障があると認めたときは、その

旨、最高指揮者に通告するものとする。 

(2) 当該ヘリに搭乗している指揮者は、活動に当たって要請側市町村の消防本

部の基地局及び災害現場の最高指揮者と緊密な連絡を取るものとする。 

13 広域航空消防応援に係る要請側市町村の事前計画等 

(1) 要請側市町村は、広域航空消防応援を受けて消防活動を行う場合の計画を

あらかじめ作成しておくものとする。 

(2) 前号の計画を作成した場合は、そのうちの必要事項を要請側都道府県の知

事へあらかじめ届出ておくものとし、その内容に変更があった場合にも同様

の届出を行うものとする。 

14 要請側都道府県の措置等 

(1) 要請側都道府県は、前項の規定に基づき、要請側市町村が樹立する活動計

画の作成について適切な助言を行うとともに、自らも必要な事項についてあ

らかじめ計画の作成を行うものとする。 

(2) 要請側都道府県は、前号の計画を作成した場合は、自都道府県内の要請側

市町村に示すとともに、必要事項について消防庁長官へ届出ておくものとし、

その内容に変更があった場合にも同様の届出等を行うものとする。 

15 応援側市町村等の届出 

(1) ヘリを保有する市町村(都道府県の保有するヘリを用いて消防業務を行う

市町村を除く。)の消防長は、次の事項について、あらかじめ所属都道府県

の知事を通じ消防庁長官に届け出ておくものとする。 

なお、新規にヘリを保有した場合及び次の事項に変更があった場合にも同

様とする。 

ただし、他の方法により、すでに届け出ている場合は、その届出をもって、
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本項に定める届出に代えることができる。 

① 保有ヘリの性能及び活動能力 

② 特別救助隊等の隊員数 

③ 特別救助隊等の隊員が使用する｢救助隊の編成、装備及び配置の基準を定

める省令｣別表1及び別表2のうちヘリによる搬送が可能な救助器具(以下

｢救助器具｣という。)の品名、大きさ、重量、数量 

(2) ヘリを保有する都道府県の知事は、次の事項について、あらかじめ消防庁

長官に届け出ておくものとする。 

なお、新規にヘリを保有した場合及び次の事項に変更があった場合にも同

様とする。 

ただし、他の方法により、すでに届け出ている場合は、その届出をもって、

本項に定める届出に代えることができる。 

① 保有ヘリの性能及び活動能力 

② 当該都道府県の特別救助隊等の隊員数 

③ 特別救助隊等の隊員が使用する救助器具の品名、大きさ、重量、数量 

16 消防庁長官の情報提供 

(1) 消防庁長官は、第14項第2号に定める届出を受けた場合は、その内容を所

属都道府県を通じ、応援側市町村の消防本部に提供するものとする。 

(2) 消防庁長官は、前項各号に定める届出を受けた場合は、その内容のうち②

及び③を要請側都道府県を通じ、要請側市町村の消防本部に提供するものと

する。 

17 広域航空消防応援に要する経費の負担区分 

広域航空消防応援に要する経費の負担区分は、次の各号に定めるところによ

るものとする。 

(1) ヘリの燃料費、隊員の出場手当等応援に直接要する経費については、要請

側市町村が負担するものとする。 

(2) 前号の規定に基づき要請側市町村が負担する経費については、要請側都道

府県がその一部を補助することができる。 

(3) 応援中に発生した事故の処理に要する経費は、要請側市町村の負担とする。

ただし、応援側市町村等の重大な過失により発生した損害は、応援側市町村

等の負担とする。 

(4) 前号に定める要請側市町村の負担額は、応援側市町村等の加入する航空保

険により支払われる金額を控除した金額とする。 

(5) 前各号に定めるもの以外に要したその他諸経費の負担については、その都

度、要請側と応援側が協議して定めるものとする。 

18 要請側市町村及び応援側市町村等は広域航空応援を円滑かつ的確に実施す
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るため、広域航空消防応援に係る訓練を随時実施するものとする。 

19 この要綱の実施に関する手続等の細部事項については、別に定める。 
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１３．９ 防災消防ヘリコプター相互応援協定
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13．10 空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定
〔土木部港湾空港課〕

種子島空港管理事務所長と熊毛地区消防組合中種子分遣所長による

種子島空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定

種子島空港管理事務所長と熊毛地区消防組合中種子分遣所長は，種子島空港（以下「空港」と

いう。）及びその周辺における消火救難活動において，つぎのとおり協定する。

（目 的）

第１条 この協定は，空港及びその周辺における航空機に関する火災若しくは，空港におけるそ

の他の火災又はそれらの発生のおそれのある事態（以下「緊急事態」という。）に際し，種子

島空港管理事務所長（以下「甲」という。）と熊毛地区消防組合中種子分遣所長（以下「乙」

という。）が緊密な協力のもとに一貫した消火救難活動を実施し，被害の防止又は軽減を図る

ことを目的とする。

（区 分）

第２条 空港における緊急事態の消火救難活動は甲が第一次的にこれにあたり，乙は必要に応じ

て出動するものとする。

２ 空港周辺における緊急事態の消火救難活動は，乙が第一次的にこれにあたり，甲は必要に応

じて出動するものとする。

（緊急事態の通報）

第３条 空港に緊急事態が発生した場合は，甲は乙に対して速やかに通報するものとし，空港辺

に緊急事態が発生した場合には，乙は甲に対して速やかに通報するものとする。

２ 前項の通報は次の事項について電話その他の方法により行うものとする。

（１） 緊急事態の種類

（２） 航空機の種類及び搭乗人員

（３） 緊急事態発生時の場所及び時刻

（４） 消防隊及び救難隊の到着すべき場所

（５） その他必要な事項

３ 通報に応じて出動した機関は，現場に到着した時には速やかに通報した機関に連絡するもの

とする。

（費用の負担）

第４条 消火救難活動のために要する費用の負担については，別に両者協議して定めるものとす

る。

（調査に対する協力）

第５条 甲及び乙が消火救難活動を実施するにあたっては，当該航空機の状態，現状における痕

跡，その他火災事故等の調査に必要な資料の保存に留意するものとする。
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（通 報）

第６条 甲又は乙が単独で消火救難活動に従事したときは，速やかにその顛末を相互に通報する

ものとする。

（訓 練）

第７条 甲及び乙は，協議して緊急事態における消火救難活動に関する計画に立案し，総合訓練

を定期的に実施するものとする。

（資料の交換）

第８条 甲及び乙は，空港の発着する航空機，空港における諸施設，相互の消防機器，人員等消

火救難に必要な資料を交換するものとする。

（その他）

第９条 この協定に定めるもののほか必要な事項は，甲及び乙が協議して定めるものとする。

（協定書）

第10条 この協定を証するため正本２通を作成し，二者において各１通を保管するものとする。

附 則

１ この協定は平成４年６月１２日より施行する。

甲 種子島空港管理事務所

所長 日 高 實 昭

乙 熊毛地区消防組合中種子分遣所長

所長 中 森 正 雄

（注） その他，以下の通り空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定及び申し合わ

せが締結されている。

＊ 屋久島空港及びその周辺における消火救難に関する協定（屋久島空港管理事務所長と熊

毛地区消防組合上屋久分遣所長）

＊ 奄美空港における航空機事故に対する消火救難に関する協定（奄美空港管理事務所長と

大島地区消防組合管理者）

＊ 喜界空港における航空機事故に対する消火救難に関する協定（喜界空港管理事務所長と

大島地区消防組合管理者）

＊ 徳之島空港及びその周辺における消火救難に関する協定（徳之島空港管理事務所長と徳

之島地区消防組合管理者）

＊ 沖永良部空港における航空機の捜索，救難に関する申し合わせ（沖永良部空港管理事務

所管理者和泊町長，知名町，沖永良部警察署，沖永良部与論地区消防本部，航空自衛隊沖

永良部島分屯基地）

＊ 与論空港における航空機事故に対する消火救難に関する協定（与論空港管理者与論町長，

沖永良部与論地区消防本部）
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13．11 九州地方における大規模な災害時の応援に関する協定書
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別表－１

災 害 対 策 用 機 械 機 器 一 覧 表

令和元年５月１日現在
機 械 機 器 名 規 格 台数 保 有 事 務 所 備考

対策本部車 拡幅型 ４ 大分、宮崎、鹿国、九技
待機支援車 ２ 鹿国、九技
待機支援車 小型 ３ 九技、大分、宮崎
情報収集車 ４ 大分、宮崎、鹿国、九技
排水ポンプ車 ６０ 九技(3)、遠賀(3)、筑後(4)、

武雄(4)、長崎(3)、熊本、
建 菊池(2)、八代(2)、大分(6)、

佐伯(6)、延岡(4)、宮崎(8)、
大隅(5)、川内川(9)

設 照明車 ２４ 大分、宮崎(2)、佐伯、熊本、
延岡(2)、鹿国、川内川(8)、大
隅(5)、九技(3)

機 橋梁点検車 ２ 九技、宮崎
土のう造成機 自走式 ４ 大分、宮崎、川内川、九技
応急組立橋 ４ 九技(2)、鹿国(2)

械 簡易遠隔操縦装置 ﾊﾞｯｸﾎｳ用 ７ 大分、宮崎、鹿国、九技(4)
遠隔操縦式バックホウ １ 九技
分解組立型バックホウ １ 九技

類 簡易照明装置 １ 九技
不整地運搬車 １ 九技
路面清掃車 １９ 北国、福国(2)、佐国、長崎、

熊本、大分、延岡、宮崎(2)、
鹿国(5)、大隅(4)

歩道清掃車 ﾌﾞﾗｼ式 ５ 大隅(3)、鹿国(2)
散水車等 １０ 北国、福国(2)、佐国、長崎、

熊本、宮崎、鹿国(2)、大隅
衛星通信車 中型車 ４ 九技、大分、宮崎、鹿国

防 （Ku-SATⅡ車載型）
災 Ku-SATⅡ可搬型 １６ 本局、遠賀、福国、北九州、武
情 雄、佐国、長崎、熊本、八代、
報 菊池、川辺川、山国川、佐伯、
通 延岡、大隅、川内川
信 ｉ－ＲＡＳ １９ 本局(4)、福国、佐国、長崎、
機 熊本、大分(2)、川辺川、佐伯、
器 宮崎(2)、延岡、鹿国(2)、大隅、
類 九技

公共ＢＢ ２ 本局、川辺川
油・ゴミ回収船 ４ 関門(2)、熊本港湾(2)

※１ 台数等に変更が生じた場合は随時更新を行う
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別紙－１（地方自治体貸付）

借受（貸付）
災 害 対 策 用 建 設 機 械 要請・命令書

返 納

・要 請 年 月 日 令和 年 月 日 時 分

・要 請 者 等

・要請連絡者の所属・氏名 電話番号

・要 請 方 法 直接※ 電話※ 書類※

・要請連絡を受けた者の所属・氏名 内線番号

・要請建設機械の種類・台数

機 械 機 器 等 名 台 数 機 械 機 器 等 名 台 数

・要請出動地先名 県 市町村 番地

・要請理由及び災害現況

・現地概況図・災害対策用建設機械運搬ルート図

借受 災害対策車等保有事務所長 貸付

上記の通り災害対策用建設機械の 要請があったので、 に対しを を

返納 要 請 者 返納

命ぜられたい。

副本部長 副本部長 企画部長 河川部長 道路部長 統 括 河 川 道 路 情報通信 施 工

防災官 監理課 管理課 技 術 課 企画課

災害対策車等保有事務所長 殿

要 請 者 殿

貸付

災害対策用建設機械の を命ずる。

返納

令和 年 月 日 時 分

災害対策本部長

九州地方整備局長

注）※については、いずれかを○で囲むこと。
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（地方自治体用申請様式）
別紙－２

第 号
令和 年 月 日

災害対策用機械機器平常使用許可申請書

○○事務所長 殿

○○県知事・市町村長等

下記の通り災害対策用機械機器を平常使用したいので、次のとおり使用申請します。

・使用責任者 所属 氏名 電話番号
・災害対策用機械機器名及び数量

使 用 名 称 規 格 数 量 備 考
対策本部車
待機支援車
待機支援車
情報収集車
排水ポンプ車
照明車
橋梁点検車
土のう造成機
応急組立橋
簡易遠隔操縦装置
遠隔操縦式バックホウ
分解組立型バックホウ
簡易照明装置
不整地運搬車
路面清掃車
歩道清掃車
散水車等

注 １．使用する災害対策用機械機器の使用欄に○を付けて下さい。
２．無線機を使用する場合は、整備局が通信のための要員を確保するものとします。

・借用期間 令和 年 月 日 ～ 令和 年 月 日

・使用日時 月 日 時 ～ 月 日 時

・使用場所 県 市

・使用目的

・使用場所案内図 別紙のとおり
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別紙－３

国九整○○第 号

令和 年 月 日

防災情報通信機器類平常使用許可申請書

防災室長 殿

事務所長

下記の通り地方自治体等より防災情報通信機器類の平常使用の使用許可申請書を受け付

けましたので、「地方自治体等への災害愛作用機械機器貸付等要領」第５条の規定に基づ

き、使用申請します。

・使用事務所等連絡者 所属 氏名 内線番号

課

（無線機を使用する場合）

・使用者 所属 氏名 電場番号

・防災情報通信機器名 衛星通信車 Ku-SATⅡ（可搬） ｉ-ＲＡＳ 公共ＢＢ

・数 量 （ ） （ ） （ ） （ ）

注 使用機器名は、いずれかを○で囲む。

・使用場所

別紙「別紙－２（地方自治体用の様式）」のとおり
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別紙－４
国九整○○第 号
令和 年 月 日

建設機械類平常使用許可申請書

事務所長 殿

事務所長

下記の通り地方自治体等より建設機械類の平常使用の使用許可申請を受け付けましたの
で、「地方自治体等への災害対策用機械機器貸付等要領」第５条の規定に基づき、使用申
請します。

・建設機械類名及び数量
使 用 名 称 規 格 数 量 備 考

対策本部車
待機支援車
待機支援車
情報収集車
排水ポンプ車
照明車
橋梁点検車
土のう造成機
応急組立橋
簡易遠隔操縦装置
遠隔操縦式バックホウ
分解組立型バックホウ
簡易照明装置
不整地運搬車
路面清掃車
歩道清掃車
散水車等

・使用場所 別紙「別紙－２（地方自治体用の様式）」のとおり
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別紙－５

国九整防災第 号

令和 年 月 日

防災情報通信機器類平常使用許可申請書

事務所長 殿

防 災 室 長

下記の通り貴事務所で保有する防災情報通信機器類を次のとおり平常使用することとなり

ましたので通知します。

・防災情報通信機器名 衛星通信車 Ku-SATⅡ（可搬） ｉ-ＲＡＳ 公共ＢＢ

・数 量 （ ） （ ） （ ） （ ）

・使用場所 別紙－２（地方自治体用の様式）及び

別紙－３ 防災情報通信機器類平常使用許可申請書のとおり
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別紙－６
国九整○○第 号
令和 年 月 日

建設機械類平常使用許可通知書

事務所長 殿

事務所長

下記の通り貴事務所より平常使用の使用申請を受け、本事務所所有の建設機械類の使用
許可を通知します。

・建設機械類名及び数量
使 用 名 称 規 格 数 量 備 考

対策本部車
待機支援車
待機支援車
情報収集車
排水ポンプ車
照明車
橋梁点検車
土のう造成機
応急組立橋
簡易遠隔操縦装置
遠隔操縦式バックホウ
分解組立型バックホウ
簡易照明装置
不整地運搬車
路面清掃車
歩道清掃車
散水車等

・使用場所 別紙－２（地方自治体用の様式）及び
別紙－４ 建設機械類平常使用許可申請書のとおり
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（地方自治体用通知書様式）
別紙－７

国九整 第 号
令和 年 月 日

災害対策用機械機器平常使用許可通知書

県知事・市町村長等 殿

事務所長

下記の通り平常使用の使用申請を受け、○○○○事務所保有の災害対策用機械機器の使
用が許可されましたので、本書により通知します。

ただし、九州地方整備局において緊急使用が見込まれる事態が発生し、災害支援本部長
より災害対策用機械機器の返納目例があった場合、直ちに使用を中止して、災害支援本部
長が指示する場所に運搬し緊急使用事務所等に引き渡すものとします。

・災害対策用機械機器名及び数量
使 用 名 称 規 格 数 量 備 考

対策本部車
待機支援車
待機支援車
情報収集車
排水ポンプ車
照明車
橋梁点検車
土のう造成機
応急組立橋
簡易遠隔操縦装置
遠隔操縦式バックホウ
分解組立型バックホウ
簡易照明装置
不整地運搬車
路面清掃車
歩道清掃車
散水車等

・使用場所 別紙－２（地方自治体用の様式）のとおり
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13．13 自衛隊の災害派遣（撤収）要請様式

様式１

第 号

年 月 日

殿

鹿 児 島 県 知 事

自 衛 隊 の 災 害 派 遣 に つ い て （ 要 請 ）

このことについて，自衛隊法第８３条第１項の規定により下記のとおり派遣要請します。

記

１ 災害の状況および派遣を要請する事由

 災害の状況

 派遣を要請する事由

２ 派遣を希望する期間

年 月 日（ 時 分）から災害応急対策の実施が終了するまでの期間

３ 派遣を希望する区域及び活動内容

(1) 活動希望区域

(2) 活動内容

４ その他参考になるべき事項
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